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厚生労働省（2008d）
図6　トライアル雇用（障害者試行雇用）事業
移行支援事業、ハローワーク、職業能力開発校、　　着・継続期という展開過程において日常生活支援
障害者就業・生活支援センターなど就労支援の　　と就労支援が相互関係を保つことで就労支援が効
サービス提供機関・窓口は多様であり、「しょう　　果的に作用する。
がい」を持つ人の就労支援制度は複雑である。ま　　　就労支援サイクルの中心部には医療的ケア・リ
た、就労支援には日常生活支援と就労支援の相互　　ハビリテーション、社会性の向上といった日常生
関係が不可欠であるが、現在の我が国の就労支援　　活支援と職業リハビリテーション、就労相談期以
制度では就労支援の展開過程が直線的構造となっ　　外の就労全般に関する相談といった支援が存在し
ており、就労支援の循環的相互関係を維持するた　　ており、日常生活支援であるサークルの中心部は
めには就労支援を提供する多様な施設・機関が就　　就労する「しょうがい」を持つ人にとって恒久的
労支援における循環関係のなかで相互に連携を強　　に必要なニーズであり、これらの支援が継続して
化することが求められる。　　　　　　　　　　　提供される必要がある、次に、サークルの外側部
「しょうがい」を持つ人の就労支援は概ね図7　　分は就労支援の展開過程・ニーズに応じた多様な
に示す就労支援サイクルによって実施されてい　　就労支援および日常生活支援を提供する施設・機
る。この就労支援サイクルには循環的相互関係が　　関、サービスが存在している。これらの支援は就
存在しており、①就労相談期、②就労準備期、③　　労支援の展開過程に応じて提供される必要があ
求職活動期、④就労開始・職場適応期、⑤就労定　　り、サービスを提供する施設・機関、窓口等が異
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図7　就労循環・継続支援サイクル
なっているため相互に連携を強化し、日常生活支　　れている。しかしながら、就労支援サイクルにお
援と並行かつ継続的に提供する必要がある。そし　　ける課題も少なからず存在する。就労支援サイク
て、就労支援の終了期である就労定着・継続期で　　ルから読み取れる課題として、①就職後の職場適
は就労定着が困難な場合・転職を希望する場合等　　応・就労継続支援サービスが不足している‘、②
は就労移行支援や職業訓練施設へ移行し再度就労　　日常生活支援・就労支援のニーズおよび展開過程
支援サイクルに戻ることとなる。就労定着・継続　　に応じて窓口や制度が異なっている、③障害者就
支援が成功した場合でも、「しょうがい」を持つ　　業・生活支援センター、障害者自立支援法に規定
人の就労支援には社会性の向上、医療的・専門的　　されている複数の事業を実施している施設・機関
ケアやリハビリテーションといった日常生活支援　　を除けば、就労支援と日常生活支援が別々に提供
と就労に関する相談支援、継続的な職業訓練、第　　されている、④就職後の配置転換や人間関係にお
2号職場適応援助者による就労継続支援といった　　けるトラブルなどにおける相談支援など長期就労
支援は不可欠な要素であり、就労支援サイクルに　　生活を維持するためには継続した調整支援が必要
おける循環関係と相互関係は継続される。　　　　　である等があげられる。これら長期間に渡って
このように我が国の就労支援制度では就労支援　　　「しょうがい」を持つ人の就労を維持するために
の展開過程に応じた循環関係のなかで、関係機関　　は就労支援の基盤強化が「しょうがい」を持つ人
が相互に連携しながら総合的な就労支援が実施さ　　が就労可能な環境を構築する上で不可欠である。
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また、就労支援制度は「しょうがい」を持つ人の　　推進、障害者自立支援法の施行や雇用施策の充
就労支援において関係機関が連携を強化し、総合　　実、福祉的就労から一般就労へ移行など「しょう
的な雇用施策を展開しているが、これらの連携機　　がい」を持つ人の就労支援基盤が強化され、
能や制度の住み分けが不十分であった場合、　　「しょうがい」を持つ人の就労環境は改善されつ
「しょうがい」を持つ人の就労支援が断続的にな　　つある。しかし、「しょうがい」を持つ人の雇用
り、対応者が複数になることで就労に必要な支援　　状況は若干の改善はみられるものの、依然として
を一体的に提供することが困難になる可能性があ　　厳しい状況6におかれている。
る。こうした状況に対応するためにも就労支援に　　　「しょうがい」を持つ人の就労支援には、日常
おける相談窓口を一般の人が利用するハローワー　　生活支援、就労支援、「しょうがい」を持つ人を
クに統合し、障害者担当者や精神障害担当者が配　　雇用する企業に対する支援など多種多様なニーズ
置されつつあるが「しょうがい」の特性に応じた　　が存在し、就労支援の展開過程、多様なニーズに
知的障害・発達障害等に対する対応が可能な専門　　応じて必要な支援が異なっており、就労支援を提
職を配置することで、インテークの段階で利用者　　供する施設・機関、支援者、当事者および家族な
のニーズを把握して調整を図るなどの対応が求め　　どが連携しながら支援していく必要がある。ま
られる。加えて、長期に渡る就労継続支援には職　　た、就労支援に必要な日常生活支援と就労支援は
業能力の維持・向上、「しょうがい」特性の理　　相互関係にあり、就労支援全般において、双方が
解、疾病・健康管理など様々なニーズが存在して　　連携あるいは統合された環境下で実施されるべき
いて、これらのニーズは継続的に必要であり、相　　ものである。しかし、現行の「しょうがい」を持
談支援を含め多様な就労形態に応じて柔軟にサー　　つ人に対する就労支援制度はサービスの種類、窓
ビスを利用できる支援システムの構築することが　　口等が複雑かつ多岐に渡っており、これらの分断
必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　された状況で、就労支援サイクルにおける循環的
「しょうがい」を持つ人の就労支援において就　　相互関係が円滑に機能しない場合は「しょうが
労支援ニーズと日常生活支援ニーズは同時に充足　　い」を持つ人の就労を妨げる要因となる可能性を
されるべきものである。このことは障害者就業・　含んでいる。
生活支援センター事業において就業面および生活　　　今後の「しょうがい」を持つ人の就労支援に
面の一体的な支援がおこなわれていることから　　は、就労支援サイクルにおける循環関係を維持し
も、その必要性を読み取ることができる。しか　　つつ、日常生活支援と就労支援の相互関係におけ
し、障害者就業・生活支援センターにおける生活　　る連携の強化、就労相談期におけるワンストップ
支援は「日常生活・地域生活における助言」であ　　サービスの導入、長期就労継続支援の強化、就労
り、医療的・専門的ケアやリハビリテーションと　　支援ニーズの多様性に対応可能な事業所の整備な
いった日常生活支援は含まれていない。「しょう　　ど総合的な就労支援制度を構築することが必要で
がい」を持つ人の日常生活支援ニーズと就労支援　　ある。本稿では「しょうがい」を持つ人の就労支
ニーズをいかに充足するかが「しょうがい」を持　　援における循環的相互関係について考察してきた
つ人の就労支援の鍵となる。つまり、「しょうが　　が、今後は就労定着・継続支援の強化や「しょう
い」を持つ人の就労支援では、就労支援の展開過　　がい」を持つ人を雇用する企業側への支援などに
程に応じたサービスの提供、関係機関との連携強　　ついて再検証が必要である。
化による就労支援サイクルの維持、長期就労継続
支援・インテークにおける窓口の一本化・調整機　　注
能の強化、就労支援機能と日常生活支援機能の総　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）　「障害」という用語は「障」、「害」ともに否定的
合的な提供基盤の強化などが求められる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なイメージがあり、諸外国ではHandicapped（社会的
V．おわりに　　　　　　　　　　　　　　　　　不利’ハンディキャップ）・Disabled（障害者）など
から新たな用語としてChallenged　Person（挑戦する
総合的な「しょうがい」を持つ人の雇用対策の　　　人）などへと変容しているが、「ハンディを持つ人」
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や「挑戦する人」といった表現も障害者を適切にあ　　6）　「しょうがい」を持つ人の雇用の状況は民間企業
らわしているとは言い難iい。そこで、本研究では法　　　の実雇用率が1．55％（平成19年度6月1日現在）、養
律の条文や制度などの名称以外は仮に障害を「しょ　　　護i学校（現特別支援学校）卒業者の就職率が22．7％
うがい」、障害者を「しょうがい」を持つ人と表記す　　　　（平成18年3月卒業者）、「しょうがい」を持つ人の
る。なお、今後、こうした表現は変更される可能性　　　就職率が42．4％（平成18年度）となっている。
があるため、括弧付けで表記する。
2）野中（1998：24－5）は職業を維持するうえでもっ　　参考文献
とも重要な能力を「決められた時間に通い・指示に　　Bengt　Nije（1967，1969，1970，1971，1972，1976，1980，
従って物事をやり遂げ・職場の仲間と適切な対人関　　　1982，1985，1993，1998）τ加ηor〃2α’lzα”oηρr∫ηcψ’6
係が結べ・忠告に対して修正することができるなど　　　ραP8r5．（＝2004，河東田博　橋本由紀子　杉田穏子
の能力」である「職業生活能力」としており・さら　　　　他　訳編『新訂版　ノーマライゼーションの原理
にこの職業生活を維持するために「規則正しい生活　　　一普遍化と社会変革を求めて』　現代書館）
リズム、食事・睡眠などの確保・金銭管理・ストレ　　小川浩（2001）「重度障害者のためのジョブコーチ入
ス管理・移動能力・適切な対人関係を結ぶ能力」な　　　門」エンパワメント研究所
どの「日常生活管理」能力・そして・日常生活を安　　川俣博昭（1977）「第2章　第3節　障害者の配置・定
定させるためには疾病・「しょうがい」に対する「現　　　着・職場適応」65－75　高齢・障害者雇用支援機構
実的レベルでの自覚・服薬管理・症状に対する対処　　　編（1977）『障害者雇用ガイドブック』雇用問題研究
技能を身につけ、障害に対して、自覚し、対処し、　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム
ときに回避する技能」である「疾病障害管理」が不　　厚生労働省（2007）「ハローワークにおける障害者の就
可欠であるとしている。また・職業を維持するため　　　職件数，4万件を超える（平成18年度における障害
には「疾病障害管理・日常生活管理・職業生活能　　　者の職業紹介状況）」
力・職務上の技能訓練の順で・一定度の能力を積み　　厚生労働省（2009a）「ハローワークにおける障害者の
重ねておく必要」があるとしている・一方で・陳　　　就労支援」
（2007：77）は「就労・継続就労の成功要因として　　　（http：〃www．mhlw．gojp／bunya／koyou／shougaisha　O2／pdf！
のコンピテンス（環境に働きかけ・効果的に操作す　　　26．pdL　2009．7．31）
る能力）の発達は・『職業能力・就労意欲の発達』　　厚生労働省（2009b）「就業面及び生活面の一体的な支
『客観的・肯定的自己認識の発達』「社会科の成長発　　　援　～障害者就業・生活支援センター～」（http：〃
達』『自立生活を営む意欲の促進をもたらしている』　　　www　mhlw．go，jp！bunyalkoyou！shougaisha　O2／pdf／14．
としている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　pdL　2009．7．31）
3）村社（2005：10）は知的に「しょうがい」を持つ　　厚生労働省（2009c）「障害者が就職・定着するまでの
人を対象とした就労支援においては「「利用者』「援　　　標準的な支援」
助者』『関係者』の3者による交互作用がダイナミッ　　　（http：〃www．mhlw．gojp／bunya／koyou／shougaisha　O2！pdf／
クに展開」されており・「この『人間と環境の交互作　　　16．pdL　2009．7．31）
用』の場面には利用者が主体的に活動するための工　　厚生労働省（2009d）「障害者雇用試行（トライアル雇
ッセンスが凝縮されている」としている。　　　　　　　用）事業」
4）例えば長期就労維持にはフォローアップが不可欠　　　（http：〃www．mhlw．gojp／bunya！koyou／shougaisha　O2／pdf／
であり・事業所側の職務遂行能力の要求水準にあわ　　　12ρdL　2009．7．31）
せた訓練や「しょうがい」の特性に応じた職業指導　　厚生労働省（2009e）「障害者就業・生活支援センター
などの教育訓練・「しょうがい」の特性に応じた健康　　　事業」
管理などが必要な要素であり（小川2001：134－5、　　　（http：／／www．mhlw．gojp！bunya／koyou／shougaisha　O2／pdf／
川俣1977：70－1）・職場定着後も配置転換や昇進’　　　14．pdL　2009．7．31）
移動に伴う相談支援や事業所側のニーズに応じた職　　厚生労働省（2009f）「障害者の就労支援のためのメニ
業訓練等が求められる。　　　　　　　　　　　　　　　　ユー一覧」
5）平成19年3月時点の第2号ジョブコーチ配置数は　　　（http：〃www．mhlw．gojp／bunya／koyou／shougaisha　O2／pdf／
23人・平成20年4月時点における障害者゜生活支援　　　30．pdL　2009．7．31）
センターの設置数は202ヶ所である・　　　　　　　　厚生労働省（20099）「職業リハビリテーションの実
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施」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会保障審議会障害者部会資料（2006）「新しい事業体
（http：〃wwwmhlw．gojplbunya／koyou／shougaisha　O2／pdf／　　　系について」
09．pdf，2009．7．31）　　　　　　　　　　　　　　　　陳麗媒（2007）「知的障害者の一般就労に影響を及ぼす
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